
（参考様式６） 
農山漁村活性化プロジェクト支援交付金 
事業活用活性化計画目標評価報告書 

 
平成 30 年８月 20 日作成  

活性化計画名 彦根中部地区活性化計画 

計画主体名 計画主体コード 計画番号 計画期間 実施期間 

滋賀県 

彦根市 

豊郷町 

25(250007) 

252026 

254410 

１ H27～H29 H27 

活性化計画の区域 

 

彦根中部地区（滋賀県彦根市・犬上郡豊郷町） 

区域面積 Ａ＝２，０９１ｈａ 

   彦根市  Ａ＝１，７６２ha 

   豊郷町  Ａ＝  ３２９ha 

 

 

 

１ 事業活用活性化計画目標の達成状況 

事業活用活性化計画目標 目標値Ａ 実績値Ｂ 
達成率（％） 

Ｂ／Ａ 
備  考 

自然環境の保全・再生に 

向けた取組の増加 
５回 ５回 100.00％  

  

（コメント） 

 太陽光発電施設導入に伴う Co2 排出量削減により自然環境の保全に寄与しており、

活性化区域内にある小学校に環境学習（地球温暖化防止、再生可能エネルギー）を行

うことにより、農村地域振興の活性化を図れた。 

 太陽光発電施設で得られた電気を全量売電し、当農業水利施設の維持管理費に充当

することにより、農業者費用負担の軽減が図れる様推進する。 

 

 
（記入例）交流人口の増加の場合 
 目標値Ａ＝（目標値／現状値）×100-100、実績値Ｂ＝（実績値／現状値）×100-100 



２ 目標の達成のために実施した各事業の内容と効果 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業メニュー名 事業内容及び事業量 事業実施主体 

自然・資源活用

施設 
彦根中部太陽光発電施設 発電規模：49.9kW 滋賀県 

管理主体 事業着工年度 事業竣工年度 供用開始日 

彦根中部用水土

地改良区連合 
H27 H27 H28 年２月 18 日 

事業の効果 

・太陽光発電施設で得られた電気を全量売電し、当該農業水利施設の維持管理費に充

当することにより、農業者費用負担軽減（維持管理費節減効果）が図れるよう推進す

る。また、自然エネルギーで得た電力を供給することで、既存発電所で発電する二酸

化炭素排出が抑制されている。 

・当該施設内及び活性化区域内で開催される小学校のイベント時に環境学習（地球温

暖化防止、再生可能エネルギー）を行ったことにより、環境保全意識向上と共に、農

業・農村が持つ魅力・理解が深まり農業振興地域の活性化に寄与することができた。 

 
 
３ 総合評価 

（コメント） 

 太陽光発電施設の導入に伴う Co2 排出量削減により、自然環境保全が図れたと共に、

当該施設での小学校等の環境学習の実施を通じて環境保全に向けた取り組みが出来

た。 

 
４ 第三者の意見 

（コメント） 

・太陽光発電施設の導入に伴い売電収入により継続的な維持管理費の負担軽減の一助

となっている。 

・当施設内及び活性化区域内でのイベント時の環境学習等（地球温暖化防止、再生可

能エネルギー）が、環境保全意識向上や農業・農村の魅力・理解を深め、地域の活性

化に寄与している。 

 

        滋賀県農村地域再生可能エネルギー推進協議会 会長 岩﨑善司 

 

         

 

【記入要領】 
（１）計画主体コード、計画番号は年度別事業実施計画に記入した番号とすること。 
（２）「１ 事業活用活性化計画目標の達成状況」のコメントには、目標が未達成となった場

合は、その理由を記入すること。また、達成状況が低調である場合は、実施要領別紙５第
８の２の（１）及び（２）に基づき改善計画を作成し、農林水産大臣に提出すること。 

（３）「２ 目標の達成のために実施した各事業の内容と効果」は事業メニュー毎に作成する
こと。また、「事業の効果」には事業の実施により発現した効果（農山漁村の活性化に関
連する効果）を幅広に記入すること。 

（４）第三者とは「当事者以外の者」「その事柄に直接関係していない人」であり、計画主体、
事業実施主体、管理主体のいづれの組織にも属さない者で事業地区を熟知している者。 

公務員は対象外とし、事業評価委員会等の組織を有する場合は積極的に活用すること。 
※ 達成率等算出根拠（参考様式６添付資料）を必ず添付すること。 


